
金曜４限　経済２　荒巻教官　　シケプリ

授業　出席はなし

　　　　アジア通貨危機について

試験

１，世界経済の現状

途上国：世界人口の８割、所得２割　　先進国：世界人口の２割、所得８割

途上国と先進国の物価の格差は２０倍にもなるので、比較できない。

そのために使われるのがＰＰＰ（購買力平価）

（PPPとは、為替レートは財の輸出入によって決まるとする理論。
同じモノやサービスを購入する際の価格は均衡すると考えること。）

ＰＰＰ＝一単位の外国通貨の購買力／一単位の自国通貨の購買力

　　　＝外国の物価水準の逆数／時刻の物価水準の逆数

途上国と先進国の格差が拡大したのは１８２０年代から。

貿易が拡大したのが原因で、この時期には先進国の平均寿命も急激に伸びている。

今後発展していくであろう地域：アジア諸地域やＢＲＩＣｓ

ＢＲＩＣＳとは、ブラジル、ロシア、インド、中国の4か国の頭文字をとった造語。現在のペースで経済が発展していくと、上記4か国が世界経済地図を大きく塗り替えるという予測である。今後30年以内 に、日本経済は規模のうえで中国はもちろん、インドにも抜かれてしまう。2039年には、現在の世界の経済大国のトップ6か国（G6）であるアメリカ、日 本、ドイツ、フランス、イギリス、イタリアの合計を「BRICs」が経済規模で上回ると見られている。

貧困の地域：南アジアや南アフリカ

南アジア：改善は見られるが貧困の絶対数が多い。

南アフリカ：改善が見られない。

２、ＧＤＰ

・ＧＤＰ（Gross Domestic Product:国内総生産）　日本では約５００兆円。

一定期間内（一年間）に、国内において、新しく生み出された付加価値（フロー）の総額を

一国全体で集計したもの。

・ＧＮＰ（Gross National Production:国民総生産）

GDP＋海外からの純要素所得＝ＧＮＰ　国内ではなく国民が生み出したフローの総額。

法人も国民に含まれる。

最近ではＧＤＰの方が重視されるが、それは、年末の海外からの所得は影響しないべき

であるとの考え方から。

・GDP統計の諸原則

①市場において取引された財、サービスのみ計上

例外：帰属家賃（持ち家家賃）　農家の自家消費

②その年に生み出された財、サービスのみ

土地、株の売買は含めない、ただし、売買手数料は計上。

③付加価値を計上

・ＧＤＰの三面等価

生産面からとらえた価値＝分配された価値（所得）＝支出された価値

国内総生産（国内純生産＋固定資本減耗）

＝国民所得（雇用者所得＋営業余剰－間接税＋補助金）

＝国内総支出（民間最終消費支出＋政府最終消費支出＋輸出－輸入＋総固定資本形成

＋在庫品増加）

支出面から見たＧＤＰ（ＧＤＥ）

ＧＤＥ＝Ｃｐ＋Ｉｐ＋Ｊｐ＋Ｉｈ（ここまで内需）＋Ｃｇ＋Ｉｇ（ここまで公需）＋Ｘ－Ｍ（外需）

投資

Ｃｐ：民間最終消費支出　ＧＤＰの６割弱を占める

Ｉｐ：民間企業固定資本形成　企業の設備購入

Ｊｐ：民間在庫品増加　ある時点での在庫

Ｉｈ：民間住宅投資　住宅の新築、改築にかかる費用

政府支出

Ｃｇ：　政府最終消費支出　政府による消費財への支払いなど

Ｉｇ：　公的固定資本形成　公共事業

海外需要

Ｘ：輸出　Ｍ：輸入

ＧＮＰ＝ＧＤＰ＋純要素所得

ＮＮＰ（国民純生産）＝ＧＮＰ－固定資本減耗

ＮＩ（国民所得）＝ＧＮＰ－固定資本減耗－間接税＋補助金



＝雇用者所得＋営業余剰

技術的事項

・実質と名目：時価（そのときどきの価格）

名目値とは、その時々の市場価格で生産額を表したもの。

実質値は、価格をある基準時点の価格で固定し、評価したもの。

名目／デフレーター＝実質値

・原数値と季節調整

原数値：もとの値　　季節調整：季節的な影響を排除したもの

季節調整指数を使う。

・前期比、前年同期比

季節的な影響を排除して比較するために使う。

（前月比だと季節的な影響を受ける）

・年率

四半期統計における、ある期間における伸び率が１年間継続した場合

年間成長率は何％になるかを年率という。

・寄与度

寄与度とは、あるデータ全体の変化に対して、その構成要素である個々のデータの変化が

どのように貢献しているかを示す指標のこと。

３，日本経済の発展

・近代経済成長の開始：１８８７年から（明治維新後の産業革命）

これによってアジアから抜け出し、戦後にはヨーロッパを抜く。

経済成長は平均寿命、乳児死亡率などの社会指標に反映される。

・戦後の経済成長

戦争で工業生産が戦前の３０％に→１９５５年には戦前の水準に。

朝鮮動乱ブームからはじまり、神武景気、岩戸景気、オリンピック景気、いざなぎ景気、

列島改造ブームと、景気循環を繰り返しながら、１９７１年のニクソンショックまでは

順調に成長。成長率は５％から１０％を推移。好況時には１３％までになる。

（ニクソンショック：固定比率によるドルと金の交換停止　日本を含む多くの国が変動相場制に）

変動相場制に移行したことで円高になった日本の経済成長は緩やかになり、

７３年のオイルショックで成長は低迷。これによって中成長時代に入る。

９０年代にはバブル崩壊によって低成長時代に入る。

６０年代平均１０，４％　７０年代平均５．２％　８０年代平均３、８％　９０年代平均１，８％

・産業構造の変化

ペティ・クラークの法則

ペティ・クラークの法則とは、経済社会、産業社会の発展につれて、第一次産業から第二次産業、第二次から第三次産業へと就業人口の比率および国民所得に占める比率の重点が

シフトしていくという法則。

その原理は

工業の加工型化

→資本、設備の蓄積で雇用収集力が落ちる。

→不可欠な欲求（食など）以外にかけうる欲求が増加してくる

→２次よりも３次の方が生産効率（賃金）が良いため３次に移行

・輸出構造の変化

輸入型→加工型輸出に　加工貿易→製品を輸出入するようになった。

加工製品が増える→石油価格高騰＋円高、アジアの発展＝水平分業

→製品輸入が増える（５割強を占める）

・貿易収支、為替レートの推移

戦後：基本的に赤字→黒字へ転換（石油ショックを除く）

ニクソンショック移行（＝変動相場制に移行してから）円高に。

外貨準備（製品の輸入に必要）が６０年代に急増。世界トップクラスに。

円の切り上げが遅かったから。

円高傾向が続いていたが、８５年に先進五カ国が強調して円高介入する

プラザ合意が成立→急激な円高→輸出の減少、経済の低迷

９１～９５年は超円高に。７９円７５銭にまでなる。

・人口移動

～７０年　三大都市に集中

７０年～　東京のみ緩やかに人口増加、残りは停滞

一極集中化の傾向

４，国際収支

・国際収支の概念

①一定期間における②国際間の取引を③市場価格を基準に

④所有権または債権、、債務の移転のあった時期を計上期間として

⑤同額の二つの項目に貸記（ｃｒｅｄｉｔ）債記（ｄｅｂｉｔ）する複式計上方式により、

体系的に記録した統計表

②ある地域とその他の世界の居住者と非居住者との取引

居住者と非居住者：生産基盤を持っているか否か

③売買された価格（自国通貨だて）

④通関手続きをした通関統計とは違い、借りただけでは入らない。

⑤　借方　　　　　貸方

金　入ってくる　　出て行く　　これら二つが同額

（計上の具体例）

· 輸出により代金を受け取った 

　　（貸）輸出（貿易収支）×××　／（借）現預金（投資収支）×××

· 輸入により代金を支払った 

　　（貸）現預金（投資収支）×××　／（借）輸入（貿易収支）×××

· 日本の旅行者が海外へ旅行し、ホテルで代金を支払った。 

　　（貸）現預金（投資収支）×××　／（借）旅行（サービス収支）×××

· 外国債の利息を受け取った。 

　　（貸）証券投資（所得収支）×××　／（借）現預金（投資収支）×××

· 日本政府が、途上国に対する無償資金援助を行った。 

　　（貸）現預金（投資収支）×××　／（借）無償資金協力（経常移転収支）×××

· 日本企業が海外に工場を設立し、資金を送金した。 

　　（貸）現預金（投資収支）×××　／（借）直接投資（投資収支）×××

· 日本政府が、外貨買い介入を行った。 

　　（貸）現預金（投資収支）×××　／（借）外貨準備 ×××

・経常収支

貿易収支：モノの輸出入の集計

サービス収支：海外旅行先で買い物をしたり食事をしたりが、日本のサービス収支の赤字に計上

所得収支：企業が海外の工場建設などや海外証券投資で得た収益から、日本国内で外国企業などが得た利益や報酬などを引いたもの

経常移転収支：開発途上国への経済援助や国際機関への拠出金など 

・資本収支

直接投資：海外の企業に投資すること。

ポートフォリオ収支：海外への証券投資のこと。海外の証券の売買。

その他投資：現金の移動など

・外貨準備増減：外貨準備高の増減

・国際収支統計

一定期間における国（またはそれに準ずる地域）の対外経済取引（財・サービス・所得の取引、対外資産・負債の増減に関する取引、移転取引）を記録した統計のこと。

・国民所得統計：国民所得（ＮＩ）の統計のこと。

４、アジアの経済発展

・アジアの経済的地位

ＡＳＥＡＮ＋ＮＩＥＳ＋中国＝日本の半分　だった。（通貨危機前）

人口：世界の２７％　貿易依存度が高い

・東アジア諸国の発展

２０ｃ前半：先進国と途上国の格差拡大

２０ｃ後半：アジアは急速に発展

８０年代以降：所得水準が急速に上がる→通貨危機で急低下

・社会指標

アジア：識字率急増（＝人的資本の増加）

　　　　　寿命、乳児死亡率改善　貧困人口減少　　　経済成長の証

アフリカ：社会指標伸びず。貧困人口増加　あまり成長してない

・成長の特徴

所得の不平等度が低く、一人当たりのＧＤＰ成長率が高い

＝公平を伴う成長

・成長の要因

①マクロ経済の安定　←財政収支の安定、インフレ率良好

→安定した健全な成長

②高い貯蓄投資率

貯蓄が投資にまわる→成長のために使われる→将来的にも成長が望める、健全な成長

③工業化の進展

中国：国家主導で重工業成長

④良好な輸出パフォーマンス

海外からの輸入を禁止、国内産業発展を進めた国もある。

８０年代から９０年代にかけて輸出急増

労働集約的工業と資本集約的工業の構造転換、住み分け

→生産工程間の住み分けを行うことにより、地位を確立。

・対外経済面における懸念

①経常赤字の拡大

国内への大量投資が原因。ただし、これ自体は悪いとはいえない。なぜなら、途上国は

海外からの資金で支出を確保→所得が上がったら返す　という成長手段をもつから。

②比較的高水準の対外債務

↑が原因。対ＧＤＰ比４割程度の対外債務

・経済成長に対する評価

世界銀行「東アジアの奇跡」　一定の評価

ポール・クルグマン「まぼろしのアジア経済」

経済成長＝資源の消費＋労働＋α（技術進歩等計上できないもの）

だが、アジアの成長は＋αの部分（技術進歩）が伴っていない

→アジアの成長可能性には懐疑的

５、アジア通貨危機の勃発

・近年の国際金融危機

中南米債務危機（８２年から９０年代初頭）

戦後、政府による積極的な開発、豊富な資源、ポテンシャル

→先進国によるこの地域への大量の貸し付け

→引き締め政策で金利高騰＋ドル高の影響＝大量の借金

外貨が借金の返済に充てられるため輸入できない

→メキシコが元利不払い宣言、相次いで他の国々も

→ＩＭＦ、引き締め政策を指導

→景気低迷→経済悪化（→ＩＭＦに対する批判）

→債務超過→返済不能→債務削減で解決

ＥＲＭ危機（９２から９３年）

ノルウェーのマーストリヒト条約否決＋米不景気→マルク金利引き上げ

→マルクがドルに対して高くなる（∵金は金利が高いほうに流れ込む）

→ＥＲＭにより、他のＥＵ諸国は自国の金利を引き上げる（マルクに追いつくため）

＋自国通貨買い支え

→イタリアなどは不況＋金利上昇→経済状況悪化

→持ちこたえられずに通貨下落

ＥＲＭ：欧州の域内固定相場

詳しくは↓

1992年9月の危機 

①デンマークの第１回国民投票でマーストリヒト条約の批准が否決され，経済通貨同盟（EMU）の先行きに不透明感が生まれていたこと 

②ドイツ統一に伴う財政負担とインフレ圧力から，ドイツが高金利政策を維持し続けたこと

などを背景に，投機筋によって独マルクが買われ他の弱い通貨（特に英ポンドと伊リラ）が売られた。その結果，同年9月13日に為替相場メカニズム （ERM）は5年9カ月ぶりに中心相場の再調整（伊リラの3.5％切り下げ，その他通貨の3.5％切り上げ）に追い込まれ，9月17日にはイギリスとイタ リアがERMから離脱，スペイン・ペセタの中心レートが5％切り下げられた。

1993年7月の危機

EU圏の経済停滞が深刻化する中でドイツが公定歩合の引き下げを見送ったことから通貨危機が再発し，8月2日にERMの変動幅が従来の上下各 2.25％（スペイン・ペセタとボルトガル・エスクードは同6％）から一挙に15％（独マルクとオランダ・ギルダーは除く）へと拡大された。

・アジア危機

１９９７年

２月　タイ　バーツ売り投機

投機：バーツ借り→バーツ売りドル買い→バーツ安→ドル売りで利益をえようとすること

３月　不良債権の問題が発生　海外へ資金流出

政府は問題のある会社を実名公表して沈静化を図るが、資金流出とまらず

→政府、ドル売りバーツ買いの協調介入

５月　バーツ売り再燃

政府による介入が加速、先物ドル売りポジションを巨額形成　８月には２００億ドル以上

先物ドル売り：現在にドルを売るのではなく、将来ドルを売ると宣言すること

例えば、３ヵ月後にドルを１０億ドル売る、など。

７月　バーツ　管理変動相場に移行

ドルとの交換水準はほぼ一定＝ドルの動きにあわせてバーツが動く

管理変動相場制は何らかの意図に向け介入することを意味する。

（変動相場制における介入は通貨の急騰、急落を防ぐという目的を持つ）

しかし、タイは現物、先物取引で外貨準備がほぼ無いので介入できず

（現物取引：リアルタイムでの取引のこと）

→バーツ暴落　ドルと連動できず　→ＩＭＦに支援要請

→アジア各国に伝染　フリーフロート制に移行

１０月付近にアジア各国で通貨暴落

１０月　台湾ドル急落→株市場を重視した結果、投機を受ける

→香港ドル売り投機→買い支え→諸国で悪化

１２月～１月　回復

１９９８年

２月　インドネシアでぶり返す

３月　ＩＭＦ　状況をチェックしながらインドネシアに融資

→政府がＩＭＦ指導を適切に行っていないので融資延期

４月　融資条件見直し　生活費補助など打ち切り

５月　暴動に発展→スハルト辞任　これ移行ＩＭＦの方針を遵守

６月末　落ち着く

ＩＭＦ：国際通貨基金　加盟国の為替相場の監視や、危機の国への融資を行う

・アジア通貨危機のパターン

通貨と株価下落

９８年６月（危機が収まったあたり）時点での、９７年６月から見た変化率（％）


通貨
株

タイ
41.40減
49.30減

インドネシア
83.73減
38.46減

韓国
35.56減
60.04減

マレーシア
38.86減
57.71減

フィリピン
37.16減
37.34減

シンガポール
15.56減
46.34減

中国
0.13増
49.96減

香港
0.02減
43.78減

台湾
19.07減
16.41減

上五カ国　：　ＣＲＩＳＩＳ５　通貨、株価ともに大幅下落

中国と香港　：　通貨は堅持するも、株価は大幅下落

＝株価は経済状態を反映しやすい

株価の下落の時期：タイ、韓国がやや早くから下落

原因：銀行融資の大幅な減少＝銀行資金の引き上げ

それまでは世界の民間資金流入の半分はアジアが占めていた。

ちなみにメキシコの場合は証券引き上げが原因だった。

・ＧＤＰ成長率の落ち込み

通貨危機にあったくには軒並み１９９８年の成長率はマイナスに。

タイ：－１０．５％　インドネシア：－１３．１％　韓国：－６．７％　マレーシア：－７．４％などが高い国

・貿易収支の大幅な改善

輸入が急落（企業と銀行自体の信用が無くなる＋内需の急速な崩壊）

したために貿易収支は大幅に改善した。

